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地方公共サービスの公共性の計測

塚　原　康　博

　1．序

　地方公共サービスが公共財的性質をもっているか，それとも私的財的性質を

もっているかについて，Borcherding　and　Deacon（1972），Bergstromand

Goodman（1973）らは，中位投票者の支出決定モデルに基づき，公共支出の人

口に関する弾力性と公共支出の中位投票者の税負担に関する弾力性の2つから

公共性パラメーターを推定し，そのパラメーターによって地方公共サービスが

どのような性質をもつかを判定している。しかし公共性パラメーターは，理論

上，0から1の間をとらなければならないにもかかわらず，計測結果はしばし

ば1を越えてい乱また，Romer　and　Rosentha1（1979）は，経験的研究か

ら地方自治体の支出が中位投票者の望む支出に一致することを証明できなかっ

たとして，中位投票者の支出決定モデルに疑問を投じている。従って中位投票

者の支出決定モデルは，多くの問題を抱えていると言えよう。

　ところが近年，このような中位投票者の支出決定モデルを使わずに，公共支

出の人口弾力性のみから地方公共サービスの公共性を半1」足する方法が，Gon－

za1ez　and　Mehay（1985）により提示された。彼らは，地方政府が先験的に官

僚の利益を反映する裁量予算最大化，すなわち生産者余剰最大化行動をとると

仮定して，公共支出の人口弾力性から地方公共サービスの財の性質を判定して

いる。しかし地方政府が生産者余剰最大化行動をとるとは，先験的に言うこと

ができない。むしろそれと対照的に，地方政府は住民の利益を反映した消費者

余剰最大化行動をとる可能性がある。かくして本稿の目的は，Gonza1ez　and

Mehay（1985）のモデルの仮定を修正し，消費者余剰最大化モデルを考えるこ

とによって，彼らのモデルを批判的に検討することである。そして後で紹介す

る実証分析も，一般に消費者余剰最大化モデルの方が適合性が高いことを示し

ている。
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　最後に本稿の構成を示しておくと，まず第2節では理論的枠組として，

Gonzaユez　and　Mehay（1985）に従い，裁量予算最大化モデル，すなわち生産

者余剰最大化モデルを紹介し，次にその改訂版として新たに消費者余剰最大化

モデルを提示する。そして2つのモデルのもつインプリケーションの違いを明

確にする。第3節では実証分析を行ない，どちらのモデルの適合性が高いかを

検討する。そして第4節では日本の特殊事情を考慮し，最後の結びでは本稿で

展開した主張を総括する。

　2．理論的枠組

　まず，GonzaIez　and　Mehay（1985）に従い，地方政府の裁量予算最大化モ

デル，すなわち生産者余剰最大化モデルを考える。

　ある地方自治体の人口をP，地方公共サービスの総生産量をQ，その1人当

たりの生産量を9，平均的住民の限界便益関数を／（σ），ただし／（σ）〉O，

プ（g）＜Oとする。総生産量はQ＝P・gと示され，αは公共性パラメー

ターである。それはOくα＜1の範囲をとり，α＝0のとき，その財は公共財

であり，α＝1のとき，その財は私的財である。地方政府の公共支出Gは税収

丁で賄い，税収は官僚の情報上の有利な立場を考慮して，住民の得る総便益に

等しく課せられているものとする。

・一・一・∫∫∫（∬）〃 （1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
総生産費用をC（Q）とすれば，裁量予算πは，π＝T－C（Q），すなわ
ちπ一∫1∫（κ）・κ一・（Q）と示される。π最大化のだ舳階の条件は

ゴπ

一＝
o∫（σ）rPdC’（Q）＝O

的
（2）

2階の条件は

がπ
万＝P∫’（・）一p2血C”（Q）＜O （3）

ここで（2）式をPで微分し，吻〃Pについて解くと
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勿
♂P

αC”（Q）σp2血一1＋（α一1）C’（Q）Pト1

p∫’（9）一C”（Q）2d
（4）

分母は（3）式より負なので，（4）式の符号は分子に依存するが，経験的に
　　　　　　　　　　　　　　（2）
示されている限界費用一定の仮定を導入すると（4）式は

勿
δP

（α上1）C’（Q）Pd■I

p∫’（9）

人口と公共支出のテスト可能な仮説を得るために，

告一／1〃∂1…（・）舟

（4’）

（1）式をPで微分して

（5）

かくして公共支出の人口弾力性εG．pは， （ユ）式と（5）式より

　　　6G
εO，P≡

　　　∂P
ト1・／∫ポ上音／ （6）

ここで公共サービスの性質と公共支出の人口弾力性との関係を考えると，第1

に公共サービスが私的財の場合，α＝1であるから，（4’）式は吻／aP＝O

となり，公共支出の人口弾力性はεG，p＝1となる。

　第2に準公共財の場合，O＜α＜1であるから，（4’）式は，

物
ゴP

（α一1）C’（Q）P血一

pプ（σ）
〉O となり，公共支出の人口弾力性は

砧・＝1＋／∫ポ土（H；；1デ））ピ／・1

となる。

　第3に公共財の場合，

　aσ　　一C’（Q）

一＝ @　　　　　＞O　∂P　　　P2∫’（σ）

ε・．・一1・｛

α＝Oであるから， （4’）式は，

となり，公共支出の人口弾力性は

p∫（σ）

∬ル）伽
蒜言；｝・1

となる。
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　従って，地方政府が裁量予算最大化行動，すなわち生産者余剰最大化行動を

とっているならば，εG．p〉1のとき，その財は公共財もしくは準公共財であり，

εG，p＝ユのとき，その財は私的財と判定される。

　しかし地方政府が官僚の利益に基づいて行動しているとは先験的に言えない

ので，生産者余剰最大化モデルの改訂版として，新たに住民の利益に基づく消

費者余剰最大化モデルを考える。

消費者の便益・は・・一・∫S∫（π）ゴκであるから・消費者余剰・は・・一・

∫∫∫（π）ガ・（Q）と示され・裁量予算と同じものと狐従ってその最大

化の条件も裁量予算最大化の場合と同じになる。すなわち1階の条件は

aS

一＝
o∫（σ）一P血C’（Q）＝0

吻
（7）

2階の条件は

a2S
T＝P／’（σ）一P2包C”（Q）＜O
吻

（8）

ここで（7）式をPで微分して，dσ／aPについて解くと

69　　（α一1）C’（Q）P血一1

δP　　　　　　P／’（9）
（9）

裁量予算最大化モデルとの違いは，税の徴収方法であり，裁量予算最大化モデ

ルの場合では，消費者の便益を全て税により奪い取ったが，消費者余剰最大化

モデルでは，公共サービスを生産するために必要とされる費用を賄うためだけ

に税が課せられる。従って

G＝T＝C（Q） （10）

人口と公共支出のテスト可能な仮説を得るために，（10）式をPで微分して

∂G　　　　　　　　　　　　吻
一＝C’（Q）（ασP血■1＋Pd一）
aP　　　　　　　　　　　　　6P

（11）

かくして公共支出の人口弾力性εG，pは，（10）式と（1工）式より
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　　　6G　P
εG，P＝一’＝
　　　aP　G

C’（Q）αgpd
十

pα十1C’（Q）

C（Q） C（Q）
吻　　　　　（12）
ゴP

（12）式に（9）式を代人して

　　　　　　C’（Q）αgp血　　p也十ユC’（Q）
　　　εG．P＝　　　　　　　十
　　　　　　　　C（Q）　　　　C（Q）

C’（Q）Pασ＝C（Q）より

　　　　　　　　（α一1）C’（Q）Pd■1
　　　εG，P＝α十
　　　　　　　　　　　∫’（σ）9

（α一1）C’（Q）P血■1

p∫’（σ）

（13）

ここで公共サービスの性質と公共支出の人口弾力性との関係を考えると，第1

に公共サービスが私的財の場合，α＝1であるから，（13）式より公共支出の

人口弾力性は，εG，p＝1となる。

　第2に準斧共財の場合，0＜α＜1であるから，（13）式より公共支出の人

口弾力性は

εG．p＝α十
（α一1）C’（Q）P血一1

となる。

　第3に公共財の場合，

性は

∫’（σ）σ 〉O

α＝Oであるから，（13）式より公共支出の人口弾力

εG，P＝…
C’（Q）

p∫’（9）σ ＞O （14）

となる。

　ここで平均的住民の限界便益関・数は，市場の需要関数に相当するから，その

限界収入関数を考えることができる。限界収人関数をg（g）とすれば

9（9）＝
6｛∫（9）σ｝

勿
＝∫’（σ）σ十∫（σ）
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∫’（9）σ1（σ）一∫（9） （15）

（15）式を（14）式に代人して

　　　　　　C’（Q）
εG・P＝

ol∫（σ）一。（。）｝

従って地方公共サービスが公共財の場合，限界費用がC’（Q）＝P｛∫（g）一

g（σ）｝であれば，公共支出の人口弾力性は　εG．・＝1！をとり，　C’（Q）＜

Pけ（σ）一σ（σ）｝　であれば，　0＜εG．p＜1　をとり，　C’（Q）＞P1

｛∫（σ）＿g（σ）｝であれば，1＜εG．pをとる。かくしてC’（Q）＝P｛∫（σ）

一g（σ）｝　のときは，公共財であってもεO．p＝ヱとなるため，その財が公

共財か私的財かの判別はつかない。結局，地方政府が消費者余剰最大化行動を

とっている場合，εG．p〉OかつεG，pキュならば，供給されている財は公共財と

考えられるが，ε・，・亡1ならば，その財が公共財か私的財かの区別はつかない

ことになる。Gonza1ez　and　Mehay（且985）のモデルは，εG．p＝1のとき，そ

の財は私的財と判定しているが，地方政府が裁量予算最大化行動をとっている

という確固たる証拠がない限り，εG，p＝1の財が私的財と判定するのは危険で

ある。

　次にこれまでの議論を図によって示すことにする。図1は横軸に公共サービ

スの生産量，縦軸にその費用と便益をとってある。線分WFが平均的住民の平

均便益関数，WEがその限界便益関数（市場の需要関数），WBが市場の限界

収入関数，IMが限界費用関数である。この場合，裁量予算最大化での公共

支出はOTUBまたはOWJBに決まり，消費者余乗1」最大化での公共支出は

OIJBに決まる。ここで人口が2倍になったとすると，公共サービスが私的

財であるならば，平均便益関数はWGにシフト，限界便益関数はWF，市場

の限界収入関数はWEにシフトする。従って裁量予算最大化での公共支出は

OTVE，消費者余剰最大化のそれはOILEとなり，それぞれもとの2倍と

なる。他方，公共サービスが公共財であるならば，平均便益関数はZF，限界

便益関数はZE，市場の限界収人関数はZBにそれぞれシフトする。従って裁

量予算最大化での公共支出はOXYD，消費者余剰最大化のそれはOIKDに
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決まる。前者はもとの2倍以上だが，後者はこの場合に2倍以下である。前者

は限界費用曲線がどこに位置しても2倍以上だが，後者は違う。すなわち，限

界費用がNSよりも上のときに2倍以上，NS上のときにちょうど2倍，NS

よりも下のときに2倍以下となる。限界費用曲線がNS上のとき，C’（Q）

＝Pけ（σ）一g（g）｝一の条件を満たしており，PHの距離の2倍がPAに等

しくなっている。

X
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　3．実証分析

　地方政府が裁量予算最大化行動，すなわち生産者余剰最大化行動をとって

いるのか，それとも消費者余剰最大化行動をとっているのかを先験的に決め

ることができないので，結局その決定は，実証分析に委ねられることにな

る。
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　表1は，Gonza1ez　and　Mθhay（1985）の分析を引用したものであり，1970

年におけるカリフォルニア8工都市のOLSによるクロスセクション分析である。

独立変数及び従属変数は表のとおりであるが，変数は全て自然対数をとってあ

る。分析の目的は，それぞれの都市の経済的要因，地理的要因，社会的要因，

動学的要因をコントロールしたうえで，公共支出の人口弾力性を得ることにあ

る。妻1から公共支出の人口弾力性を解釈すれば，総支出，警察，消防の人口

弾力性は1と有意に異ならず，公園とレクリエーションのそれは有意に1より

大であると言える。従って，Gonza1ez　and　Mehay（1985）は，総支出，警察，

消防は私的財的性質をもち，公園とレクリエーションは公共財的性質をもつと

結論している。

表1　カリフォルニア諸都市の支出弾力性（カッコ内は標準誤差）

従属

ﾏ数
支出カテゴリー

独立変数 （1〕

克x出
12）

x　察
（3）

ﾁ　防
（4〕公園とレクリエーション

人　　　口
1．10州’

i0，062）
O．975榊

iO．072）
1．02榊

iO．062）
1，32州

i0，122）

平均家計所得 0，532冊
iO．171）

0，158
iO．199）

01423｝
iO．工62）

O．532
i0，337）

正人当たり’
ｭ府間援助

O，582榊
iO．119）

0，301｝
iO．139）

0，224ヰ」
iO．工17）

O．414t
i0，234）

人口密度
一〇．229舳
iO．049）

一0，122｝
i0．57）

一0，188州
i0，058）

一0，329舳
iO．工17）

中位年齢
0，627榊
i01276）

O．352
iO．322）

O．349
iO．257）

1108‡
iO．541）

1960～1970年
≒l口成長率

一0，087
iO．059）

一0．105
iO．069）

一〇．145｝

iO．056）
O．074

i0，117）

定　　　数 一2．791 1．121 一1．071 一7．53

サンプル都市数 81 81 73 78

Ri O，908 O．841 O．908 O．7坐

（注）ホ榊，㌣非はそれぞれ1，5，1O％で有意。推定式は線形回帰式。支出カテ

　　フリー（1），（2），（3）の人口弾力性は，有意水準5％でユと有意に

　　異ならない。

　　出所：Gonzalez　and　Mehay（1985）
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　しかしこの種の実証分析は，カリフォルニアのみに限定せず，他の地域につ

いても分析を行なう必要があろう。そこで東京都の23区及び26市について昭和
　　　　　　（3）
55年のデータを用いて，OLSによる類似したクロスセクション分析を試み

た。その結果は表2に示されている。それによれば，総支出及び教育費の人口

弾力性は有意水準1％で1と有意に異ならないが，消防費のそれは有意に1よ
　　　　　　（4）
りも小である。従って東京の場合，消防費の人口弾力性が1より小なので，裁

量予算最大化モデルでは，消防がどのような性質をもつ財か説明できない。か

くして公共支出の人口弾力性が1よりも小の場合も説明できる消費者余乗1」最大

化モデルに従って，地方政府が行動している可能性が示唆されよう。

表2　東京23区及び26市の支出弾力性（カッコ内は標準誤差）

従属 支　出　カ　テ　ゴ　リ　一
独立　　　変数 ω 12〕 13〕消 防　黄
変数 総　支　出 教　　育　費 夜間人口 居間人口

人　　　　口
O，930端舳 O．944榊 O．452舳’ 0，315‡杣

（O，033） （O．080） （O．103） （0，099）

平均家計所得
0，426舳 一〇．160 1，062ヰ

（O．195） （O．407） （0，619）
’　’　’　’　一　’

1人当たり使途 0，362’杣 0．233

■特定化補助金 （O．079） （0，187）

人　口　密　度
一0．1工2川 一〇、n7 一0．211 …OI553舳＾
（0．0幽） （0，106） （O．157） （O．122）

平均　年　齢
2，056帖‡ 3，332州 一6．玉40＾舳

（0．58i） （1．仏2） （2，022）
■　一　一　　一　．　一

昭和50年と55年 O．203 1．313 一i．013 一01704

の人口比率 （O．468） （1．38工） （1，565） （工．043）

定　　　　　数
一4，862‘＾ 一4．547 22，575’舳 14，251舳＾
（2，087） （4，972） （7，083） （0，959）

員’ O．97工 O．874 0．404 O．332

（注）＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ1，5，ユ0％で有意。変数は全て自然対数。教

　　育費の使途特定化補助金は，義務教育支出負担金。一一一一一一・はデータの入手がで

　　きなかったものである。推定式は線形回帰式である。

　公共支出の人口弾力性が1より小のケースは他の文献でもみられる。それを

弓岬し，国ごとにまとめたものが表3である。ただしそこで使用されているの

は，中位投票者の支出決定モデルであり，推定式の独立変数が異なるので，人

口弾力性の解釈は注意を要するであろう。
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　　表3　各国の地方自治体の支出の人口弾力性（＊は有喜水準5％で有意）

（1）アメリカ

出所
支出カテゴリー

Bo㎎・t・om＆Good㎜・（1973） 一Paok＆P邑。k（1978）

一　　般　　支　　出 O．跳， O．9364‡

警　　　　　　　察 O．80， 1．3175，一

公園・レクリェーション 1．17＾ 1．0524＾

・図　　一書　　館
山

1．3677’

・
1．1621‡　　　人口1，000～5，OOO人

ﾁ防　　　　5．OOO～50，OOO人’

一
1．2553■

（2）スイス

出所1Pommorehne＆Froy（1976）

一般行政 O．747‘

教　　　育 O．654‡

文　　　化 一3，758’

健康・レクリェーション 1．螂，

道　　　路 0，818，

社会扶助
一ユ．814’

消　　　防 O．337

総　支　出 O．746＾

出所：Pommero㎞6（i978）：総支出

強制レファレンダムのある

ｼ接民主制をとる地方自治体
O．242

任意のレファレンダムのある

ｼ接民主制をとる地方自治体
O．575‡

強制レファレンダムのある

ﾔ接民主制をとる地方自治体
O．622，

レファレンダムのない

ﾔ接民主制をとる地方自治体
O．566，

（3）カナダ

出所：McM111帥．Wilson＆Arth山（1981）

　　　　　　地方自治体
　　　　　　　　　　　1万人以下の自治体1万人以上の自治体支出カテゴリー、

般　　支　　出

文化，レクリェiション

消　　　　　　　　防

0．422

0．170

0．264

0．805＾

一〇．221＾

O．960

　第1にアメリカの場合，Bergstrom　and　Goodman（1973）の計測は，1962

年のアメリカ10州の826の地方自治体の人口に関する公共支出の弾力性であり，

Pack　and　Pack（1978）の計測は，1970年のペンシルベニア州の983の地方

自治体のそれである。

　第2にスイスの場合，Pommerehne　and　Frey（1976）の計測は，1969年の

バーゼルラントの74の地方自治体の人口に関する公共支出の弾力性であり，
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Pommerehne（1978）の計測は，1970年のスイスの110の大都市についてのそ

れである。

　第3にカナダの場合，McMi11an，Wi1sonandArthur（1981）の計測

は，1976年のオンタリオの地方自治体の世帯数に関する公共支出の弾力性であ

る。

　表3から公共支出の人口弾力性は一般的に正であり，1以下の値をとるケー

スが少なくない。従って，公共支出の人口弾力性が1以上のケースしか説明で

きない裁量予算最大化モデルよりも，公共支出の人口弾力性が正のケースを全

て説明できる消費者余剰最大化モデルの方が，よりよく地方政府の行動を説明

している失うに思われる。

　4．日本の特殊事情の考慮

　日本は他の国と比べ，地方政府の裁量の余地は少なく，中央政府による介入

が補助金政策を中心に強力に行なわれている。従って，ある地方の税収がその

地方の支出と必ずしも結びついているわけではない。ここでは，後見的な中央

政府が，一人当たりの公共サービス水準g＊を全国的に一定水準に維持するよ

うに介入しているケースを考える。

　ある地方の公共サービスの生産費を賄うために公共支出がなされるとすれば，

G＝C（Q）＝C（Pαグ） （i6）

（16）式をPで微分して

3G
一＝

b’（Q）αグpかl
dP

（17）

公共支出の人口弾力性は，（16）式と（17）式より

　　　aG　P　　C’（Q）ασ来p血．
εGlp＝　　　　　　　　　　　　＝α
　　　6P　G　　　C（Q）

（18）

従って，公共支出の人口弾力性と公共性パラメーターは等しくなる。かくして，

公共サービスが私的財であれば，公共支出の人口弾力性はε・．。＝1，準公共財
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であれば，O＜εG，p＜1，公共財であれば，εG，。＝Oとなる。

　もし地方政府に裁量の余地がなく，全国的に一定水準の公共サービスを維持

するという中央政府の単純な行動ルールを地方政府が受け入れているとすれ

ば，先の東京23区及び26市の支出の人口弾力性の解釈は変更しなければならな

い。すなわち，教育サービスは私的財的性質をもち，消防サービスは準公共財

的性質をもつ。そして地方サービス全体は私的財的性質をもつことになる。

　5．結ぴ

　これまでの議論をまとめたものが表4である。この表が示すように，地方政

府の行動仮説を一つに限定し，そこから公共サービスの公共性を計測するのは

危険である。もっと多様な地方政府の行動可能性を探らなければならない。公

共サービスの公共性の計測は，慎重を期さなければならないのである。

　最後に本稿の問題点を指摘しておくと，第3節の実証分析において，総支出

以外に消防，等の個別支出項目を分析の対象としたが，それらは目的税をとっ

ていないので，支出と収入の結びつきが薄いという点があげられる。従って今

後，個別支出項目を分析の対象とする場合には，支出と収入の結びつきが強い

項目，例えば地方公営交通，等を分析の対象としなければならないであろう。

表4　地方政府の行動仮説と公共サービスの公共性

地方政府の行動

①裁量予算最大化
（生産者余剰最大化）

②消費者余剰最大化　一

　　公共支出の人口弾力性の範囲
O　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　的

・一私的財

公共財，準公共財

・私的財

公共財，準公共財

・私的財

③全国一律サービス　　　　　　準公共財

　　　　　　　　　　・公共財

　（注）

＊　本稿をまとめるに当たり，有益なコメントを頂いた野口悠紀雄教授に感謝しま

す。なお本稿の内容に関する全ての責任は筆者に帰すべきものである。
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（1）　この場合，裁量予算は生産と関係のない官僚の休暇や余禄に形を変えると

　　想定している。

（2）　Hirsch（1970，五973）は，都市の公共サービスの多くにおいて，規模の

　　経済が存在しないこと一を経験的に示している。従って公共サービスの長期限

　　界費用は，一般的に一定であると考えられる。

（3）　データ出所

　1．総支出，教育費，消防費，一人当たり使途特定化補助金は，「市町村別決

　　　算状況調」昭和55年度，自治省財政局編によ乱

　2、夜間人口とその人口比率は，「市町村別統計総覧」人口・世帯数編，清光

　　　社による。

　3．平均家計所得は，「市町村別統計総覧」所得・購買・販売力編，清光社に

　　　よる。

　4．夜間人口の人口密度は，「市町村別統計総覧」面積・人．口密度編，清光社

　　　による。

　5．平均年齢は，「東京都の人口」昭和55年国勢調査解説シリーズN皿2，総理

　　　府統計局編による。

　6．昼間人口，その密度，その人口比率は，「通勤・通学人口」昭和55年国勢

　　　調査モノグラフシリーズN皿6，総務庁統計局編による。

　なお，表2の計算に当たり，一橋大学情報処理センターの電子計算機を利用さ

せていただいた。

（4）　公共支出の人口弾力性の推定値ξが，ユであるか否かの仮説検定を行なう

　　と，Ho：ε＝1，Hl：ξキ1，という仮説が立てられる。仮説Ho
　　が正しいとき，to＝（ε一1）／Sεは，近似的に自由度40のt分布に従う。

　　ただしS倉は　εの標準誤差である。かくして，総支出のtoは一2，121，

　　教育費のtoは一〇．703，夜間人口の消防費のtoは一5，320，　昼間人口の消防

　　費のtoは一6．92Cと計算される。他方，有意水準1％での棄却域Wは，自由

　　度40のt分布表からW＝｛to≦一2，704もしくはto一≧2，704｝と示されるの

　　で，総支出及び教育費の人口弾力性は1と有意に異ならないが，消防費の人

　　口弾力性は夜間，昼間人口とも1と有意に異なり，1よりも小である。
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